
 

 る法律の関す設置に特別区のける域にお大都市地

 の概要める政令を定行期日一部の施

 

 

 概要 １

第４号）80年法律第42平成（律関する法置に区の設ける特別にお市地域大都  

 。するもの日と12月9年42成を平行期日の施規定での６条ま条から第

 

 照条文参 ２

 

号）八十第年法律四二十（平成する法律に関の設置る特別区おけ地域に大都市○  

 

 の設置）議会設置協（特別区

治自地方は、係道府県び関町村及る関係市とすしよう置を申請の設特別区 第四条

（以下定書関する協設置に別区の特り、によの規定二第一項条の五十二法第二百

行う協議をに関する設置別区のその他特成の作）う。とい」定書設置協「特別区

 する。のと置くもう。）をとい議会」区設置協特別以下「協議会（

の二項の三第五十二条百法第二地方自治、員は及び委会の会長協議区設置特別 ２

府県関係道若しくは市町村関係、によりころめると規約の定ず、かわら規定にか

をこれら、者の中かする験を有は学識経員又他の職は長そのしく議員若の議会の

 。選任する

 

 ）書の作成協定区設置（特別 

 る。のとす成するも、作ついてる事項に掲げ、次に協定書は設置特別区 第五条

 の日設置別区の特 一 

 及び区域名称別区の特 二 

 する事項に関産処分に伴う財設置別区の特 三 

 定数の議員の議会別区の特 四 

 事項する担に関事務の分県のる道府を包括すこれ別区と特 五 

 事項関するの調整に財政分及び税源の配県のる道府を包括すこれ別区と特 六 

 事項関するの移管に職員府県のび関係道村及係市町関 七 

 な事項必要に関し区の設置特別ほか、るものの掲げ各号に前 八 

定置協別区設議会が特協区設置特別事は、の知道府県及び関係の長市町村関係 ２

書に前項第五号及び第六号に掲げる事項のうち政府が法制上の措置その他の措

じめ総あらかして、共同、きはとするとよう記載しるものをがある必要置を講ず

 ない。ればならなけ協議し務大臣に



長村の係市町並びに関臣総務大たときは、あっ申出がる協議のによの規定前項 ３

調う協議がかに当該速や、もに行うとと協議を誠実に事は、の知道府県及び関係

 らない。ばななけれよう努め

じあらかは、するときうと成しよ定書を作設置協特別区会は、協議区設置特別 ４

 い。ならなればなけ告し臣に報て総務大つい内容にめ、その

設特別区当該、滞なく遅、ときはを受けた報告による項の規定前、大臣は総務 ５

び関の長及係市町村に関会並び設置協議区特別し、いて検討につの内容置協定書

 る。とするもの見を述べに意の知事係道府県

係ての関れを全こは、とき成した定書を作設置協特別区会は、協議区設置特別 ６

 。ないばならしなけれ送付知事に道府県の関係長及び市町村の

 

 承認）会のての議書につい協定区設置（特別 

区特別により項の規定六前条第の知事は、府県関係道の長及び町村関係市 第六条

区設置該特別当て、添え意見を第五項の同条、きは受けたと付を書の送設置協定

協定書を速やかにそれぞれの議会に付議して、その承認を求めなければならな

 い。

果の結の審議よる議会にの規定前項事は、の知道府県及び関係の長市町村関係 ２

の知道府県及び関係の長市町村他の関係びに議会並区設置協別特、やかに速を、

 。ならないればしなけ事に通知

県道府び関係村の長及市町の関係より全てにの規定前項会は、協議区設置特別 ３

議会が特別区設置協定書を承認しの知事から当該関係市町村及び関係道府県の

の知道府県及び関係の長市町村ての関係全に、直ち、ときはけた知を受た旨の通

）。いうと日」「基準ておい一項に（次条第た日を受けよる通知定に項の規事から同

設特別区当該もに、とと知する大臣に通総務会及び管理委員選挙町村のを関係市

 。らないければなしなを公表置協定書

 

 則 附   

 期日）（施行 

で政令おいて範囲内にないを超えして六月算から起公布の日、律はこの法 第一条

 る。行すから施定める日




